
�愛媛県告示第５６５号

大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２５年５月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

家具のニシオカ谷町店
松山市谷町甲１４８－
１、甲１４９－１、甲
１５０

大規模小売店舗において小売
業を行う者等

ユー・ファクトリー
株式会社 ほか１者 株式会社ゲオ 平成２５年

４月１３日
平成２５年
４月１６日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

発 行 愛 媛 県
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�愛媛県告示第５６６号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２５年５月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

農業用道路整備事業 貝吹蔵良地区 平成２５年３月４日

農業用用排水施設整備事業 貝吹蔵良地区 平成２５年３月４日

ほ場整備事業 貝吹蔵良地区 平成２５年３月４日

�������
�愛媛県告示第５６７号
伊方町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業（維

持管理）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年

法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の

規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２５年５月１４日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 伊方町土地改良区 土地改良事業（維持管理）計画書の写し

� 伊方町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２５年５月１４日から６月１１日まで

３ 縦覧場所

伊方町役場本庁、八幡浜市役所本庁

�������
�愛媛県告示第５６８号
瀬戸町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業（維

持管理）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年

法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の

規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２５年５月１４日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 瀬戸町土地改良区 土地改良事業（維持管理）計画書の写し

� 瀬戸町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２５年５月１４日から６月１１日まで

３ 縦覧場所

伊方町役場瀬戸総合支所

教育委員会公告

�公 告

愛媛県生涯学習センター及びえひめ青少年ふれあいセンター

の指定管理者の募集について

愛媛県生涯学習センター及びえひめ青少年ふれあいセンターの指

定管理者を次のとおり募集する。

平成２５年５月１４日

愛媛県教育委員会

教育長 仙 波 � 三

１ 施設の概要、指定管理者の業務及び管理の基準

� 施設の概要

ア 愛媛県生涯学習センター（以下「学習センター」という。）

１ 所 在 地 松山市上野町甲６５０番地

２ 設 置 目 的 県民の生涯にわたる学習活動を促進し、及び援助

するために必要な学習情報の提供、調査研究、指

導者の養成、学習機会の提供等の各種事業の実施

及び施設の提供

３ 施 設 規 模 � 規模

ア 敷地面積

建物敷地（愛媛県総合教育センター及びえ

ひめ青少年ふれあいセンターの敷地を含む。）

２１，９５０㎡

グランド・駐車場敷地 ２３，２６８㎡

イ 建築面積 ５，３７７㎡

ウ 延床面積 １２，８４５㎡

� 構造

鉄筋鉄骨コンクリート造（地下１階、地上４

階）

� 施設内容

県民小劇場（５０５席）

レッスン室（２室）

パソコン演習室（３１台）

研修室（６室）

図書室（３４９㎡）

アトリウム（５８４㎡）

愛媛人物博物館展示室（６室）

� 駐車台数

約４００台（本館１階：講師用駐車場１２台、身

体障害者用駐車場２台、屋外駐車場：高齢者用

駐車場１０台、第一駐車場１００台、第二駐車場１２２

台、第三駐車場６５台、第四駐車場６０台、その他

グランドにも駐車可）

４ 事 業 概 要 � 学習情報の収集及び提供並びに学習相談

� 生涯学習の指導者の養成

� 生涯学習に関する学習機会の提供

� 愛媛人物博物館の運営

� 施設の提供

� その他必要な業務

イ えひめ青少年ふれあいセンター（以下「ふれあいセンター」

という。）

１ 所 在 地 松山市上野町甲６５０番地

２ 設 置 目 的 共同生活を通じ心身ともに健全な青少年を育成し、

家族、青少年等の触れ合いを図り、及び県民の生

涯にわたる学習活動を支援するために必要な青少

年の研修の実施並びに家族、青少年等の交流の機

会及び県民の生涯にわたる学習活動の場の提供

３ 施 設 規 模 � 規模

ア 敷地面積（愛媛県総合教育センター及び学

習センターの敷地を含む。） ２１，９５０㎡

イ 延床面積 ５，６５０㎡

� 構造

ア 管理研修棟

鉄筋コンクリート造（地上３階）

イ 宿泊棟

鉄筋コンクリート造（地上４階）

ウ 体育館

鉄骨鉄筋コンクリート造（地上１階）

エ 機械室
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鉄筋コンクリート造（地上１階）

� 施設内容

ア 管理研修棟

研修打合せ室（１４人）

オリエンテーション室（９０人）

音楽芸能室（９０人）

研修室１（３６人）

研修室２（３６人）

研修室３（２４人）

図書室（２４人）

集会室（１２０人）

創作活動室（１８人）

講師控室（５人）

作法室（１８人）

イ 体育館（３０ｍ×２８ｍ）

ウ 宿泊棟

宿泊室（定員２５０人、和室７部屋、洋室４１

部屋）

浴室（大浴場２０人程度、小浴場１５人程度）

食堂（１６８人）

ロビー・談話室（各階）

� 駐車台数

１２台駐車可能（その他学習センターの駐車場

も利用可）

４ 事 業 概 要 � 青少年の団体宿泊訓練その他青少年の教育に

必要な研修

� 家族、青少年等の体験活動の機会の提供

� 県民の生涯学習活動の場の提供

� その他必要な業務

� 指定管理者の業務

ア 学習センターにおける指定管理者の業務

� 学習センターの事業の実施に関する業務（学習情報の収

集及び提供、生涯学習に関する学習機会の提供等）

� 学習センターの利用の許可に関する業務

� 学習センターの利用に係る料金の収受に関する業務

� 学習センターの利用の促進に関する業務

� 学習センターの施設、附属設備及び備品の維持管理に関

する業務

� その他教育委員会が定める業務

� 学習センターの資料の特別利用に係る料金の収納事務に

関する業務

イ ふれあいセンターにおける指定管理者の業務

� ふれあいセンターの事業の実施に関する業務（青少年の

団体宿泊訓練、体験活動の機会の提供等）

� ふれあいセンターの利用の許可に関する業務

� ふれあいセンターの利用に係る料金の収受に関する業務

� ふれあいセンターの利用の促進に関する業務

� ふれあいセンターの施設、附属設備及び備品等の維持管

理に関する業務

� その他教育委員会が定める業務

� 管理の基準

愛媛県生涯学習センター管理条例（平成２０年愛媛県条例第２５

号）及びえひめ青少年ふれあいセンター管理条例（平成２０年愛

媛県条例第２９号）の規定によるほか、学習センター及びふれあ

いセンター（以下「両センター」という。）の管理運営に当たっ

ては、関係法令を遵守すること。

２ 指定期間

平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日までの５年間（予定）

３ 申請資格等

� 申請資格

申請資格を有するものは、県内に主たる事務所を置き、又は

置こうとする法人その他の団体（以下「法人等」という。）で、

次のいずれにも該当しないものとする。

ア 愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３１条第

１項の規定により、県における一般競争入札の参加資格を有

しない法人等

イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成

１１年法律第２２５号）又は破産法（平成１６年法律第７５号）の規

定に基づく更生手続、再生手続又は破産手続をしている法人

等

ウ 愛媛県建設工事入札参加資格停止措置要綱又は愛媛県製造

の請負等に係る入札参加資格停止措置等に関する要綱に基づ

く入札参加資格停止措置を受けている法人等

エ 愛媛県税、法人税、消費税又は地方消費税を滞納している

法人等

オ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の

規定による指定の取消しを受けたことがある法人等

カ 県における指定管理者の指定の手続において、その公正な

手続を妨げた法人等又は公正な価格の成立を害し、若しくは

不正の利益を得るために連合した法人等

キ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

ク 暴力団又は暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定す

る暴力団員をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員でなくなっ

た日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）

の統制下にある法人等

ケ 役員（法人以外の団体で、代表者又は管理人の定めがある

ものにあっては、代表者又は管理人を含む。）のうちに、次

のいずれかに該当する者がいる法人等

� 指定管理者の指定を請負とみなした場合に、地方自治法

第９２条の２、第１４２条（同法第１６６条第２項において準用す

る場合を含む。）又は第１８０条の５第６項の規定に抵触す

ることとなる者

� 成年被後見人又は被保佐人

� 破産者で復権を得ない者

� 禁固以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は

その刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過

しない者

� 暴力団対策法の規定（第３２条の３第７項及び第３２条の１１

第１項を除く。）に違反し、又は刑法（明治４０年法律第４５

号）第２０４条、第２０６条、第２０８条、第２０８条 の３、第２２２条

若しくは第２４７条の罪若しくは暴力行為等処罰ニ関スル法

律（大正１５年法律第６０号）の罪を犯し、罰金の刑に処せら

れ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けるこ

とがなくなった日から５年を経過しない者

� 暴力団員等

� 愛媛県指定管理者に係る暴力団排除措置要綱第２条に規

定する排除措置の対象となる者

� 複数の団体での共同申請

サービスの向上又は効率的運営を図る上で必要な場合は、複
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数の団体での共同による申請ができる。

� 留意事項

指定管理者の指定の申請を希望する法人等は、本申請に先立っ

て、参加意思表明書を提出するものとする。

参加意思表明書の提出期間は、平成２５年５月１４日（火）から

６月１２日（水）までの執務時間中（午前８時３０分から午後５時

１５分まで）とする。ただし、郵送等により提出する場合は、書

留若しくは簡易書留又は信書便でこれらに準ずるものにより、

７に掲げる場所へ同日午後５時１５分までに必着のこと。

４ 指定管理者の選定方法等

� 選定基準

ア 両センターの管理を適正かつ確実に行うことができると認

められるものであること。

イ 両センターの設置の目的を最も効果的かつ効率的に達成す

ることができると認められるものであること。

� 選定方法

外部有識者等の委員で構成する審査会での審査結果をもとに、

教育委員会が指定管理者の候補者を選定する。

５ 申請に必要な書類

指定管理者の指定を申請する法人等（以下「申請者」という。）

は、次の書類を提出するものとする。

� 指定管理者指定申請書

� 両センターの管理運営に関する事業計画書及び収支計画書

� 定款又は寄附行為及び法人登記事項証明書

� 申請書を提出する日の属する事業年度の前年度における申請

者の財産目録、貸借対照表、事業報告書、損益計算書及び利益

処分計算書その他経営の状況を明らかにする書類

� 申請書を提出する日の属する事業年度における申請者の事業

計画書及び収支予算書

� 申請者の概要を記載した書類

� 役員名簿

� 愛媛県税について、未納の税額がないことの証明書

	 法人税、消費税及び地方消費税について、未納の税額がない

ことの証明書


 印鑑証明書

� 提出書類のうち該当のないものについての申立書

６ 申請期間

平成２５年６月２０日（木）から７月１日（月）までの執務時間中

（午前８時３０分から午後５時１５分まで）とする。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便でこれ

らに準ずるものにより、同日午後５時１５分までに必着のこと。

７ 募集要項の請求先及び申請書の提出先

〒７９０－８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県教育委員会事務局管理部生涯学習課生涯学習推進係

電話番号 ０８９（９１２）２９３１

８ その他

両センターについて、一体的管理を行う指定管理者を募集する。

詳細は、募集要項による。

�公 告

愛媛県総合科学博物館の指定管理者の募集について

愛媛県総合科学博物館の指定管理者を次のとおり募集する。

平成２５年５月１４日

愛媛県教育委員会

教育長 仙 波 � 三

１ 愛媛県総合科学博物館（以下「博物館」という。）の概要

１ 所 在 地 新居浜市大生院２１３３番地の２

２ 設 置 目 的 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）に規定する登録

博物館として、県民に自然や科学に関する正しい理

解を深めるための学習機会を提供し、創造的風土の

醸成を図るとともに、科学技術の進歩と本県産業の

発展に寄与する。

３ 施 設 規 模 � 規模

ア 敷地面積 ８４，０８２㎡

イ 延床面積 １６，５９６㎡

ウ 立体駐車場 ６，２５８㎡

� 構造

本体 鉄骨鉄筋コンクリート造（地上４階、地

下１階）

立体駐車場 鉄骨造（地上２階３層）

� 施設内容

常設展示室（自然館・科学館・産業館）

プラネタリウム

企画展示室

多目的ホール

図書室（ビデオブース）

研修室（１室）

パソコン演習室

ミーティングルーム

研究室

スタジオ

収蔵庫（７室）

収蔵管理室

くん蒸室

名誉館長室

館長室

事務室

会議室

託児室

オリエンテーションルーム

エントランスホール

� 駐車台数

普通車約３２０台

４ 事 業 概 要 � 博物館法第３条に規定する事業

� プラネタリウムの運営

� 生涯学習の促進及び援助

� 施設の提供

� その他必要な業務

２ 指定管理者の業務

� 博物館法第３条に規定する事業に係る業務のうち、教育委員

会が定める業務（プラネタリウムの運営、生涯学習の促進及び

援助並びに施設の提供に関する業務を含む。）

� 博物館の利用の許可に関する業務

� 博物館の利用に係る料金の収受に関する業務

� 博物館の利用の促進に関する業務

� 博物館の施設、附属設備及び備品の維持管理に関する業務

� その他教育委員会が定める業務

� 博物館の資料の特別利用に係る料金の収納事務に関する業務

３ 管理の基準

愛 媛 県 報平成２５年５月１４日 第２４６９号
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愛媛県総合科学博物館管理条例（平成２０年愛媛県条例第２６号）

の規定によるほか、博物館の管理運営に当たっては、関係法令を

遵守すること。

４ 指定期間

平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日までの５年間（予定）

５ 申請資格等

� 申請資格

申請資格を有するものは、県内に主たる事務所を置き、又は

置こうとする法人その他の団体（以下「法人等」という。）で、

次のいずれにも該当しないものとする。

ア 愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３１条第

１項の規定により、県における一般競争入札の参加資格を有

しない法人等

イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成

１１年法律第２２５号）又は破産法（平成１６年法律第７５号）の規

定に基づく更生手続、再生手続又は破産手続をしている法人

等

ウ 愛媛県建設工事入札参加資格停止措置要綱又は愛媛県製造

の請負等に係る入札参加資格停止措置等に関する要綱に基づ

く入札参加資格停止措置を受けている法人等

エ 愛媛県税、法人税、消費税又は地方消費税を滞納している

法人等

オ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の

規定による指定の取消しを受けたことがある法人等

カ 県における指定管理者の指定の手続において、その公正な

手続を妨げた法人等又は公正な価格の成立を害し、若しくは

不正の利益を得るために連合した法人等

キ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

ク 暴力団又は暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定す

る暴力団員をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員でなくなっ

た日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）

の統制下にある法人等

ケ 役員（法人以外の団体で、代表者又は管理人の定めがある

ものにあっては、代表者又は管理人を含む。）のうちに、次

のいずれかに該当する者がいる法人等

� 指定管理者の指定を請負とみなした場合に、地方自治法

第９２条の２、第１４２条（同法第１６６条第２項において準用す

る場合を含む。）又は第１８０条の５第６項の規定に抵触す

ることとなる者

� 成年被後見人又は被保佐人

� 破産者で復権を得ない者

� 禁固以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は

その刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過

しない者

� 暴力団対策法の規定（第３２条の３第７項及び第３２条の１１

第１項を除く。）に違反し、又は刑法（明治４０年法律第４５

号）第２０４条、第２０６条、第２０８条、第２０８条 の３、第２２２条

若しくは第２４７条の罪若しくは暴力行為等処罰ニ関スル法

律（大正１５年法律第６０号）の罪を犯し、罰金の刑に処せら

れ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けるこ

とがなくなった日から５年を経過しない者

� 暴力団員等

� 愛媛県指定管理者に係る暴力団排除措置要綱第２条に規

定する排除措置の対象となる者

� 複数の団体での共同申請

サービスの向上又は効率的運営を図る上で必要な場合は、複

数の団体での共同による申請ができる。

� 留意事項

指定管理者の指定の申請を希望する法人等は、本申請に先立っ

て、参加意思表明書を提出するものとする。

参加意思表明書の提出期間は、平成２５年５月１４日（火）から

６月１２日（水）までの執務時間中（午前８時３０分から午後５時

１５分まで）とする。ただし、郵送等により提出する場合は、書

留若しくは簡易書留又は信書便でこれらに準ずるものにより、

９に掲げる場所へ同日午後５時１５分までに必着のこと。

６ 指定管理者の選定方法等

� 選定基準

ア 博物館の管理を適正かつ確実に行うことができると認めら

れるものであること。

イ 博物館の設置の目的を最も効果的かつ効率的に達成するこ

とができると認められるものであること。

� 選定方法

外部有識者等の委員で構成する審査会での審査結果をもとに、

教育委員会が指定管理者の候補者を選定する。

７ 申請に必要な書類

指定管理者の指定を申請する法人等（以下「申請者」という。）

は、次の書類を提出するものとする。

� 指定管理者指定申請書

� 博物館の管理運営に関する事業計画書及び収支計画書

� 定款又は寄附行為及び法人登記事項証明書

� 申請書を提出する日の属する事業年度の前年度における申請

者の財産目録、貸借対照表、事業報告書、損益計算書及び利益

処分計算書その他経営の状況を明らかにする書類

� 申請書を提出する日の属する事業年度における申請者の事業

計画書及び収支予算書

� 申請者の概要を記載した書類

� 役員名簿

� 愛媛県税について、未納の税額がないことの証明書

	 法人税、消費税及び地方消費税について、未納の税額がない

ことの証明書


 印鑑証明書

� 提出書類のうち該当のないものについての申立書

８ 申請期間

平成２５年６月２０日（木）から７月１日（月）までの執務時間中

（午前８時３０分から午後５時１５分まで）とする。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便でこれ

らに準ずるものにより、同日午後５時１５分までに必着のこと。

９ 募集要項の請求先及び申請書の提出先

〒７９０－８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県教育委員会事務局管理部生涯学習課生涯学習推進係

電話番号 ０８９（９１２）２９３１

１０ その他

詳細は、募集要項による。
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�公 告

愛媛県歴史文化博物館の指定管理者の募集について

愛媛県歴史文化博物館の指定管理者を次のとおり募集する。

平成２５年５月１４日

愛媛県教育委員会

教育長 仙 波 � 三

１ 愛媛県歴史文化博物館（以下「博物館」という。）の概要

１ 所 在 地 西予市宇和町卯之町四丁目１１番地２

２ 設 置 目 的 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）に規定する登録

博物館として、本県全体の歴史文化に関する資料の

収集や保存・展示、調査研究を行うとともに、各種

普及啓発事業を通じ、県民に歴史文化を学ぶ機会を

提供し、個性豊かな文化の創造に資する。

３ 施 設 規 模 � 規模

ア 敷地面積 ６４，４３１㎡

イ 延床面積 １８，０３６㎡

� 構造

鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造又は木造地上

３階）

� 施設内容

常設展示室（歴史展示室１～４、民俗展示室１

～３、考古展示室、文書展示室、新展示室）

企画展示室

こども歴史館

多目的ホール（観客席２９６席）

図書室（ビデオブース）

研修室（３室）

パソコン演習室

ミーティングルーム

研究室・展示案内員控室

文書閲覧室

スタジオ

録音室

収蔵庫（５室）

収蔵管理室

くん蒸室

保存処理室

館長室

応接室

事務室

会議室

体験学習室

託児室

エントランスホール

� 駐車台数

１６４台（うち大型バス専用８台）

４ 事 業 概 要 � 博物館法第３条に規定する事業

� 生涯学習の促進及び援助

� 施設の提供

� その他必要な業務

２ 指定管理者の業務

� 博物館法第３条に規定する事業に係る業務のうち、教育委員

会が定める業務（生涯学習の促進及び援助並びに施設の提供に

関する業務を含む。）

� 博物館の利用の許可に関する業務

� 博物館の利用に係る料金の収受に関する業務

� 博物館の利用の促進に関する業務

� 博物館の施設、附属設備及び備品の維持管理に関する業務

� その他教育委員会が定める業務

� 博物館の資料の特別利用に係る料金の収納事務に関する業務

３ 管理の基準

愛媛県歴史文化博物館管理条例（平成２０年愛媛県条例第２７号）

の規定によるほか、博物館の管理運営に当たっては、関係法令を

遵守すること。

４ 指定期間

平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日までの５年間（予定）

５ 申請資格等

� 申請資格

申請資格を有するものは、県内に主たる事務所を置き、又は

置こうとする法人その他の団体（以下「法人等」という。）で、

次のいずれにも該当しないものとする。

ア 愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３１条第

１項の規定により、県における一般競争入札の参加資格を有

しない法人等

イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成

１１年法律第２２５号）又は破産法（平成１６年法律第７５号）の規

定に基づく更生手続、再生手続又は破産手続をしている法人

等

ウ 愛媛県建設工事入札参加資格停止措置要綱又は愛媛県製造

の請負等に係る入札参加資格停止措置等に関する要綱に基づ

く入札参加資格停止措置を受けている法人等

エ 愛媛県税、法人税、消費税又は地方消費税を滞納している

法人等

オ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の

規定による指定の取消しを受けたことがある法人等

カ 県における指定管理者の指定の手続において、その公正な

手続を妨げた法人等又は公正な価格の成立を害し、若しくは

不正の利益を得るために連合した法人等

キ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

ク 暴力団又は暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定す

る暴力団員をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員でなくなっ

た日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）

の統制下にある法人等

ケ 役員（法人以外の団体で、代表者又は管理人の定めがある

ものにあっては、代表者又は管理人を含む。）のうちに、次

のいずれかに該当する者がいる法人等

� 指定管理者の指定を請負とみなした場合に、地方自治法

第９２条の２、第１４２条（同法第１６６条第２項において準用す

る場合を含む。）又は第１８０条の５第６項の規定に抵触す

ることとなる者

� 成年被後見人又は被保佐人

� 破産者で復権を得ない者

� 禁固以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は

その刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過

しない者

� 暴力団対策法の規定（第３２条の３第７項及び第３２条の１１

第１項を除く。）に違反し、又は刑法（明治４０年法律第４５

号）第２０４条、第２０６条、第２０８条、第２０８条 の３、第２２２条

若しくは第２４７条の罪若しくは暴力行為等処罰ニ関スル法

律（大正１５年法律第６０号）の罪を犯し、罰金の刑に処せら

れ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けるこ
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とがなくなった日から５年を経過しない者

� 暴力団員等

� 愛媛県指定管理者に係る暴力団排除措置要綱第２条に規

定する排除措置の対象となる者

� 複数の団体での共同申請

サービスの向上又は効率的運営を図る上で必要な場合は、複

数の団体での共同による申請ができる。

� 留意事項

指定管理者の指定の申請を希望する法人等は、本申請に先立っ

て、参加意思表明書を提出するものとする。

参加意思表明書の提出期間は、平成２５年５月１４日（火）から

６月１２日（水）までの執務時間中（午前８時３０分から午後５時

１５分まで）とする。ただし、郵送等により提出する場合は、書

留若しくは簡易書留又は信書便でこれらに準ずるものにより、

９に掲げる場所へ同日午後５時１５分までに必着のこと。

６ 指定管理者の選定方法等

� 選定基準

ア 博物館の管理を適正かつ確実に行うことができると認めら

れるものであること。

イ 博物館の設置の目的を最も効果的かつ効率的に達成するこ

とができると認められるものであること。

� 選定方法

外部有識者等の委員で構成する審査会での審査結果をもとに、

教育委員会が指定管理者の候補者を選定する。

７ 申請に必要な書類

指定管理者の指定を申請する法人等（以下「申請者」という。）

は、次の書類を提出するものとする。

� 指定管理者指定申請書

� 博物館の管理運営に関する事業計画書及び収支計画書

� 定款又は寄附行為及び法人登記事項証明書

� 申請書を提出する日の属する事業年度の前年度における申請

者の財産目録、貸借対照表、事業報告書、損益計算書及び利益

処分計算書その他経営の状況を明らかにする書類

� 申請書を提出する日の属する事業年度における申請者の事業

計画書及び収支予算書

� 申請者の概要を記載した書類

� 役員名簿

� 愛媛県税について、未納の税額がないことの証明書

	 法人税、消費税及び地方消費税について、未納の税額がない

ことの証明書


 印鑑証明書

� 提出書類のうち該当のないものについての申立書

８ 申請期間

平成２５年６月２０日（木）から７月１日（月）までの執務時間中

（午前８時３０分から午後５時１５分まで）とする。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便でこれ

らに準ずるものにより、同日午後５時１５分までに必着のこと。

９ 募集要項の請求先及び申請書の提出先

〒７９０－８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県教育委員会事務局管理部生涯学習課生涯学習推進係

電話番号 ０８９（９１２）２９３１

１０ その他

詳細は、募集要項による。

�愛媛県人事委員会公告第３号
平成２５年度愛媛県職員採用候補者（上級）試験公告

平成２５年５月１４日

愛媛県人事委員会

〒７９０－８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県庁内�
�
�
�
��

電話（０８９）９１２－２８２６

�
�
�
�
��職員採用情報ホームページ http : //www.pref.ehime.jp/employment/

◆第１次試験日 平成２５年６月３０日（日）

◆受 付 期 間 平成２５年５月１５日（水）～６月３日（月）

〔持 参〕 午前８時３０分～午後５時１５分（土曜日及び日曜日を除く）

〔郵 送〕 ６月３日（月）までの消印有効

〔インターネット〕 ５月１５日（水）午前８時３０分～５月２７日（月）午後５時１５分

◆試 験 会 場 松山会場 東京会場 大阪会場

１ 試験区分、採用予定人員及び職務内容

試験は、次の試験区分ごとに行いますが、このうち希望するいずれか一つについて受験の申込みができます。

なお、申込み後の試験区分の変更はできません。

試 験 区 分 採用予定人員 職 務 内 容

行 政 事 務 ４３人程度 知事部局又は公営企業管理局等の本庁又は地方機関に勤務し、一般行政事務に従事します。

学 校 事 務 １９人程度
教育委員会事務局の本庁若しくは地方機関、県立学校又は公立小・中学校に勤務し、学校等に関する事務に従事

します。

警 察 事 務 ３人程度 警察本部又は警察署に勤務し、警察事務に従事します。

人事委員会公告
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警 察 事 務

（ 情 報 ）
１人程度 警察本部又は警察署に勤務し、その専門的知識を生かして警察事務に従事します。

総 合 土 木 １７人程度
知事部局又は公営企業管理局の本庁又は地方機関に勤務し、道路、河川、砂防、港湾、都市計画、土地改良、農

村環境基盤整備等に関する計画、設計、施工管理等の業務に従事します。

建 築 ３人程度
知事部局の本庁又は地方機関に勤務し、建築・住宅等に関する計画、指導、建築設計、施工管理等の業務に従事

します。

農 業 ４人程度
知事部局の本庁又は地方機関に勤務し、農業の振興、農業技術・農業経営の普及指導、農産物のブランド化・販

売促進、農業に関する試験研究等の業務に従事します。

林 業 ４人程度
知事部局の本庁又は地方機関に勤務し、林業の振興、林業技術・林業経営の普及指導、林産物のブランド化・販

売促進、森林整備の推進、治山林道事業、林業に関する試験研究等の業務に従事します。

水 産 ２人程度
知事部局の本庁又は地方機関に勤務し、水産業の振興、水産技術・水産経営の普及指導、水産物のブランド化・

販売促進、水産に関する試験研究等の業務に従事します。

電 気 ・ 電 子 １人程度
知事部局又は公営企業管理局の本庁又は地方機関に勤務し、発電施設等の県有施設の設計・施工・維持管理、情

報通信等に関する試験研究等の業務に従事します。

化 学 ３人程度
知事部局の本庁又は地方機関に勤務し、公害防止、原子力安全対策、工業技術・環境に関する試験研究等の業務

に従事します。

機 械 １人程度
知事部局の本庁又は地方機関に勤務し、機械工作技術の開発、機械装置の設計、精密測定技術等に関する試験研

究等の業務に従事します。

薬 剤 師 ８人程度
知事部局又は公営企業管理局の本庁又は地方機関に勤務し、薬事・医薬品製造・食品衛生等に関する指導、医薬

品の調剤・製剤、衛生・環境に関する試験研究等の業務に従事します。

保 健 師 ４人程度 知事部局の本庁又は保健所等の地方機関に勤務し、地域保健福祉に関する業務に従事します。

保健師（警察） １人程度 警察本部又は警察学校に勤務し、職員の健康管理に関する業務に従事します。

２ 受験資格

� 次のいずれかに該当する者

ア 昭和５４年４月２日から平成４年４月１日（保健師及び保健師（警察）については、平成５年４月１日）までに生まれた者

イ 平成４年４月２日以降に生まれた者で、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。）若しくはこれと同等

と人事委員会が認めるもの（以下「大学等」という。）を卒業した者又は大学等を平成２６年３月末日までに卒業する見込みの者

� 日本の国籍を有する者（保健師は除く。）

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号のいずれにも該当しない者

� 薬剤師、保健師及び保健師（警察）については、次に該当する者

試 験 区 分 受 験 資 格

薬 剤 師 薬剤師の免許を有する者又は平成２６年５月末日までにこの免許を取得する見込みの者

保 健 師

保健師（警察）
保健師の免許を有する者又は平成２６年４月末日までにこの免許を取得する見込みの者

３ 試験の日時、受験地、試験会場及び合格発表

区 分 日 時 受験地 試 験 会 場 試 験 区 分 合 格 発 表

第 １ 次 試 験

平成２５年６月３０日

（日曜日）

午前９時～午後３時

午前 教養試験

午後 専門試験

受付時間
�
�
�
�
�
�
�
�
�

午前８時～午前８時４５分

�
�
�
�
�
�
�
�
	

遅刻した場合は受験でき

ません。

松山

松山東高等学校

（松山市持田町二丁目２番１２号）

行 政 事 務

学 校 事 務

７月中旬

第１次試験当日に

お知らせします。

いずれかを受験票で指定します。

・松山東高等学校

（松山市持田町二丁目２番１２号）

・松山工業高等学校

（松山市真砂町１番地）

上 記 以 外

東京
中央大学理工学部

（東京都文京区春日一丁目１３番２７号）
全 試 験 区 分

大阪
大阪経済大学

（大阪市東淀川区大隅２－２－８）
全 試 験 区 分
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※ 受験地は松山、東京、大阪のいずれかを希望できます。

※ 受験地が松山で、行政事務・学校事務以外の方は、試験会場を受験票で指定します。

※ 試験会場が松山東高等学校の受験者は、試験当日、上履き（スリッパなど）・下履き入れ（ビニール袋など）を必ず持参してくだ

さい。

第 ２ 次 試 験
７月下旬に松山市内で実施予定です。

詳細は、第１次試験合格者に通知します。
８月下旬

合格発表は、合格者の受験番号を愛媛県庁前掲示板に掲示するほか、愛媛県職員採用情報ホームページ（以下「ホームページ」という。）

上にも掲載します。

また、合格者には書面で通知します。

４ 試験の方法等

� 試験は、第１次試験及び第２次試験とし、次のとおり行います。

なお、第２次試験は、第１次試験合格者に対して行います。

区分 試験・検査種目 配点 試 験 の 内 容

第
１
次
試
験

教 養 試 験 ５０点 大学卒業程度の一般的知識及び知能について、筆記試験を行います。（択一式５０題、解答時間２時間３０分）

専 門 試 験 ４０点
各試験区分に応じて大学卒業程度の専門的知識及び技能について、筆記試験を行います。（択一式４０題、解答時間２時

間）
なお、試験の出題分野は、おおむね別表のとおりです。

第
２
次
試
験

口 述 試 験 ２９０点 人物について総合的に評定するため、個別面接及び集団討論を行います。

作 文 試 験 ５０点 識見、思考力、表現力等について、作文試験を行います。（課題１題、解答時間１時間）

適 性 検 査 － 職務遂行に必要な適性について、検査を行います。

� 第１次試験合格者は、教養試験と専門試験の合計得点の高い順に決定します。ただし、教養試験、専門試験のうち、一定の基準に達

しない種目がある場合には、合計得点にかかわらず不合格となります。

� 最終合格者は、第１次試験の得点と第２次試験の得点を合計した総合得点の高い順に決定します。ただし、第２次試験の各試験種目、

検査種目のうち、一定の基準に達しない種目がある場合には、総合得点にかかわらず不合格となります。

� 教養及び専門試験の例題と前年度に出題した集団討論及び作文試験の課題をホームページに掲載しています。

また、愛媛県人事委員会事務局等において閲覧することもできます。

５ 受験手続

� 郵送又は持参による申込み

申
込
用
紙
の
入
手
方
法

ダウンロードする場合
下記からダウンロードして、印刷して使用してください。

（申請書等電子配布サービス）http : //www.pref.ehime.jp/sinsei/title/top.html

郵便により交 付 を

請 求 す る 場 合

封筒の表に「上級請求」と朱書し、宛先明記の返信用封筒（Ａ４判用／角型２号、１２０円切手貼付）を同封のうえ、愛

媛県人事委員会事務局へ請求してください。

直接入手する 場 合
愛媛県人事委員会事務局、愛媛県地方局総務県民課（東予、中予及び南予）及び支局総務県民室（今治及び八幡浜）、

愛媛県東京事務所、愛媛県大阪事務所等で交付します。

申
込
方
法

郵送で申し込む場合

申込書及び受験票に必要事項を記入して、受験票に５０円切手を貼ってください。封筒の表に「上級申込み」と朱書し、

申込書及び受験票を封入し、簡易書留郵便により愛媛県人事委員会事務局（〒７９０－８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２）

へ送付してください。簡易書留郵便によらない方法での事故については、一切責任を負いません。

窓 口 で 直 接

申 し 込 む 場 合
申込書及び受験票に必要事項を記入して、愛媛県人事委員会事務局へ持参してください。

受
験
票
の
交
付

郵送で申し込む場合

６月４日（火）以降に受験票を郵送します。受験票が届いたら、必ず最近６箇月以内に撮影した写真（上半身、脱帽、

正面向き、縦６�、横４．５�）を貼って、試験当日持参してください。
受験票が６月２４日（月）までに手元に届かない場合は、愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

窓 口 で 直 接

申 し 込 む 場 合

受付後、その場で受験票を交付します。ただし、受験地が松山で、行政事務・学校事務以外の方は、試験会場を指定し、

６月４日（火）以降に郵送します。交付された受験票には、郵送で申し込む場合と同様に、必ず写真を貼って、試験当日

持参してください。

� インターネットによる申込み

愛媛県簡易申請システムの手続案内を確認してください。
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（愛媛県簡易申請システム）http : //www.shinsei-ehime.lg.jp/

６ 合格から採用まで

� この試験の最終合格者は、愛媛県職員採用候補者として、試験区分ごとに作成する採用候補者名簿に記載されます。

採用候補者名簿は、原則として、平成２６年４月以降の採用に対するもので、その有効期間は、この名簿に記載された日（合格通知書

に記載）から１年間です。

� 採用は、前記採用候補者名簿に記載された者のうちから任命権者（知事、公営企業管理者、教育委員会、警察本部長等）がそれぞれ

選考を行い、決定します。したがって、採用候補者名簿に記載された者が全て採用されるとは限りません。

� 薬剤師、保健師及び保健師（警察）については、所定の時期までに免許を取得しなかった場合は、採用されません。

� 日本の国籍を有しない者については、公権力の行使又は公の意思の形成への参画に携わる職以外の職に任用されます。

７ 給与

初任給は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）等の規定により、原則として、次のとおり支給され、このほか該当

者に対しては、扶養手当、住居手当、通勤手当、期末手当、勤勉手当等が支給されます。

試 験 区 分 現 行 給 料 月 額

行政事務、学校事務、警察事務、警察事務（情報）、総合土木、
建築、農業、林業、水産、電気・電子、化学、機械、保健師（警
察）

行政職給料表１級２７号給 １７６，３５５円

薬剤師（４年制課程卒業） 医療職給料表�２級３号給 １８２，１８０円

薬剤師（６年制課程卒業） 医療職給料表�２級１７号給 ２０４，８７７円

保健師 医療職給料表�２級１３号給 ２０４，７７６円

※ 学歴や職歴などに応じて、一定の基準により加算される場合があります。

８ 試験結果の開示

この試験の結果については、愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第１項の規定に基づき、口頭により開示を

請求することができます。開示を請求する場合は、受験者本人が、本人であることを確認できる書類（学生証、運転免許証等）を持参の

うえ、午前８時３０分（合格発表当日のみ、午後１時）から午後５時１５分までの間に、愛媛県人事委員会事務局へ直接お越しください。

（ただし、土曜日、日曜日及び祝日は受付できません。）

なお、電話、はがき等による開示の請求はできませんので、注意してください。

開示請求できる人 開 示 内 容 開示期間 開 示 場 所

第１次試験不合格者
第１次試験の試験種目別得点、合計得点及び順位（ただし、一定の基準に達しない試

験種目がある者については、順位に代えて当該試験種目名）

第１次試験

合格発表の日

から１月間 愛媛県人事委員会

事 務 局

第２次試験受験者

第１次試験の試験種目別得点、合計得点及び順位並びに第２次試験の試験種目別得点、

総合得点及び総合順位（ただし、第２次試験で一定の基準に達しない試験種目又は検

査種目がある者については、総合順位に代えて当該試験種目名又は検査種目名）

第２次試験

合格発表の日

から１月間

別表（４関係）

専 門 試 験 の 出 題 分 野

試 験 区 分 出 題 分 野

行 政 事 務
学 校 事 務
警 察 事 務

政治学、行政学、憲法、行政法、民法、刑法、労働法、経済学、財政学、経営学、社会政策、国際関係

警 察 事 務
（ 情 報 ）

政治学、行政学、憲法、行政法、民法、経済学、数学、物理、電子工学、情報・通信工学、情報処理論、コンピューターネットワー

ク

総 合 土 木 数学、物理、応用力学、水理学、土質工学、測量、都市計画、土木計画、農業水利、土地改良、農業造構、材料・施工

建 築 数学、物理、構造力学、材料学、環境原論、建築史、建築構造、建築計画、都市計画、建築設備、建築施工

農 業 栽培学汎論、作物学、園芸学、育種遺伝学、植物病理学、昆虫学、土壌肥料学、植物生理学、畜産一般、農業経済一般

林 業 森林政策、森林経営学、造林学（森林生態学、森林保護学を含む）、林業工学、林産一般、砂防工学
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水 産 水産事情、水産経済、水産法規、水産環境科学、水産生物学、水産資源学、漁業学、増養殖学、水産化学、水産利用学

電 気 ・ 電 子 数学、物理、電磁気学、電気回路、電気計測・制御、電気機器、電力工学、電子工学、情報・通信工学

化 学 数学、物理、物理化学、分析化学、無機化学、無機工業化学、有機化学、有機工業化学、化学工学

機 械 数学、物理、材料力学、流体力学、熱力学、電気工学、機械力学・制御、機械設計、機械材料、機械工作

薬 剤 師 物理、化学、生物、衛生、薬理、薬剤、病態・薬物治療、法規・制度

保 健 師
保健師（警察）

公衆衛生看護学、疫学、保健統計学、保健医療福祉行政論

�愛媛県選挙管理委員会告示第２９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２５年５月１４日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１８５，２１２

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，７０５

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４８，１５２

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

選挙管理委員会告示

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，７１６ １４，５７２

南 宇 和 郡 ２０，８１４ ６，９３８

松山市・上浮穴郡 ４２８，９１９ １３８，１５４

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４５，８９９ ４８，６３３

宇和島市・北宇和郡 ８３，６４２ ２７，８８１

八幡浜市・西宇和郡 ４１，６５３ １３，８８５

新 居 浜 市 １０１，７０７ ３３，９０３

西 条 市 ９３，０５８ ３１，０２０

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５４，３４０ １８，１１４

伊 予 市 ３２，０６８ １０，６９０

四 国 中 央 市 ７５，５９８ ２５，２００

西 予 市 ３５，６８７ １１，８９６

東 温 市 ２８，１１１ ９，３７１

平成２５年５月１４日 発行
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